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令和 6年度 下関市地域公共交通協議会（第 6回） 

議事録（概要版） 

 

令和 7年 1 月 30 日（木）13：30～ 

下関商工業振興センター 第 2研修室 

１ 開  会 

 

２ あいさつ 

 

３ 委員紹介 

 

４ 議  事 

 

 会長： 

議案(１)下関市地域公共交通計画（原案）について、事務局より説明をお願い

します。 

 

事務局： 

   前回（第４回）は、令和６年１１月１１日に開催しており、素案ということで、

まだ完成していない部分もありました。これらの部分も取りまとめ、原案を作成

いたしました。 

改めて、この協議会の中でご意見をいただき、作り上げていきたいと思ってお

ります。 

   下関市公共交通計画の原案の概要を章ごとに説明いたします。  

   「第１章下関市地域公共交通計画」についてです。背景と趣旨、計画区域、計

画期間、計画の位置づけを定めております。 

背景と趣旨ですが、地域社会にとって「移動」は、暮らしと産業を支え、地域

づくりに欠かせないもので、特に公共交通は交通弱者にとって不可欠な社会イン

フラです。 

一方で、公共交通利用者の減少、事業者の収益低下、利便性低下で更に利用者

が減少するという悪循環に、運転手不足が拍車をかけ、全国の地方都市同様本市

も、民間事業者が公共交通を担う構造を保てなくなっております。本市が「住む

人、訪れる人に選ばれるまち」であるためには、都市の魅力が必要です。 
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そのためには、人口減少下でも都市機能・日常生活サービスを維持する必要が

あり、これは交通の課題解決にとどまらず、地域社会全体の価値を高めるもので

す。 

これらを踏まえ、「市民が継続的に利用したくなる、利便性の高い公共交通サ

ービスを安定的に供給する」ことを目標に、地域にとって望ましい交通サービス

について示した地域公共交通計画の策定を進めております。また、本計画につい

ては、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」において、地方公共団体

の作成が努力義務とされており、国の基本方針に基づき、本協議会で審議のうえ

策定することとなっております。 

６ページでございます。 

計画区域、計画期間、計画の位置づけです。 

下関市総合計画の下位計画として、都市計画法に基づく立地適正化計画と連携

し、令和７年から令和１１年の５年間としております。 

７ページでございます。 

第２章になります。下関市の現状と課題を取りまとめております。 

社会経済情勢の変化、公共交通の現状と課題、下関市における課題を整理して

おります。 

現在の社会情勢の変化ですが、本市も人口減少、高齢化の進展が進んでいる状

況です。また、地域別の人口分布では、人口の約９割が市街地地域に集中してお

り、郊外部では人口密度が低く、拠点が点在する状況です。 

８ページでございます。 

公共交通の現状と課題です。本市では、自動車利用への依存傾向が約７割と高

いことや、郊外部では、約８割の方が車での移動で、公共交通の利用は約１割未

満と自動車に過度に依存した暮らしになっております。公共交通利用者の減少が

続いている状況です。 

９ページでございます。 

公共交通のカバー率です。市全体では、約８割のカバー率にはなっております

が、豊田や豊北地域では約６割から７割のカバー率で地域により、格差が生じて

いるような状況です。 

１０ページでございます。 

路線バスの運転手の状況です。サンデン交通におきましては、毎年運転手が減

少しておりまして、高齢化の方も進んでいます。ブルーライン交通におきまして

も、高齢運転手の割合が高くなっている状況です。 

路線バスの令和５年度の経営状況です。 
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サンデン交通、ブルーライン交通ともに、行政からの補助金で賄っている状況

です。サンデン交通では、約８割が赤字路線で、非常に厳しい経営状況が続いて

いる状況です。 

１１ページでございます。 

第３章になります。計画の目標と基本方針の検討です。 

第２章の現状と課題を踏まえ、計画の目標と基本方針を定めております。 

本市では、人口減少と高齢化の進展、人口の約９割が市街地地域に集中し、総

合支所管内においては、人口密度が低く、拠点が点在している背景があります。 

公共交通の問題構造として、自動車に過度に依存した暮らしや、公共交通利用

者の減少が続き、収益低下につながっています。 

これに、運転手不足などが重なり、サービスレベルの低下や、新たな投資が困

難になるなどして、路線の廃止や減便が行われ、そのことがさらに利用者の減少

につながるという負のスパイラルが起こっている状況です。 

この公共交通の問題構造への課題としては、「主要路線のサービス水準の維持・

向上」、「交通不便地域の実情に応じた移動手段の確保」、「公共交通の利用率

の向上」などがあげられます。 

これらの課題を達成するための目標として、本市では「市民が継続的に利用し

たくなる利便性の高い公共交通サービスを安定的に提供する」という目標に、３

つ基本方針を定め、地域にとって望ましい交通サービスの方向性を示しました。 

１２ページでございます。 

基本方針Ⅰのまちづくりと連動した持続可能な公共交通ネットワークの構築

です。 

①下関市における将来都市構造（コンパクトプラスネットワークのまちづくり）

との連携です。 

上位計画になります「下関市都市計画マスタープラン」では、将来都市構造と

して、図に示しております、都市拠点、地域拠点、地域拠点（田園住宅型）、集

落拠点といった拠点の形成と、拠点間の連携を促す連携軸の形成を目指していま

す。 

このため、各拠点における公共交通のおおまかな方向性を明示しております。 

１３ページでございます。 

②下関市立地適正化計画との連携です。 

令和２年１月に定めております「下関市立地適正化計画」では、長期的な視点

で公共交通沿線に居住を誘導するための居住誘導区域を設定しております。 
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このため、居住誘導区域内における公共交通の利便性を高めるため、立地適正

化計画の考え方を「地域公共交通計画」の方にも反映し、連動させていくことを

明示しました。 

１４ページでございます。 

③持続可能な公共交通ネットワークの構築です。 

これは、前回、検討中としていた内容です。都市計画で示すまちづくりに合わ

せて、公共交通ネットワークを「幹線」、「支線」、「生活交通」の３つに分類

し、交通モードなどの方向性を明示しました。 

まず、幹線ですが、「下関市都市計画マスタープラン」における、都市拠点同

士を結ぶ主要路線、都市拠点と地域拠点を結ぶ主要路線、都市拠点と集落拠点を

結ぶ主要路線、また、「下関市立地適正化計画」における、都市機能誘導区域及

び居住誘導区域の区域内を運行し、運行本数が片道 概ね１日３０本以上の路線

と定義づけしました。 

幹線の方向性としては、鉄道や路線バスを交通モードの基本とし、路線の維持・

確保や、サービス水準の維持・向上、利便性の向上、結節機能を強化することを

明示しました。 

支線ですが、「下関市都市計画マスタープラン」における、 

・都市拠点同士を結ぶ幹線以外の路線 

・都市拠点と地域拠点を結ぶ幹線以外の路線 

・都市拠点と集落拠点を結ぶ幹線以外の路線 

・地域拠点同士を結ぶ路線 

・集落拠点同士を結ぶ路線 

・隣接他市とを結ぶ路線 

・病院や商業施設等、特定の都市機能施設へアクセスすることを目的とした路

線 

と定義しました。 

支線の方向性としては、路線バスや生活バス等を交通モードの基本とし、幹線

を補完するほか、必要なサービス水準を検討し、路線の維持・確保を行うことを

明示しました。 

生活交通ですが、幹線及び支線に属さない路線と定義しております。 

生活交通の方向性としては、路線バス、生活バス、タクシー等を交通モードの

基本とし、日常生活機能の維持・確保や、交通不便地域における移動を確保する

ことを明示しました。 

１５ページでございます。 
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左の図は、先ほどの「幹線」「支線」「生活交通」に分類した際の、本市の公

共交通ネットワークのイメージ図になります。 

赤色の実線が幹線、青色の破線が支線、緑色の破線が生活交通を示しておりま

す。 

右の図は、各路線を具体に色分けした図になります。 

１６ページでございます。 

「基本方針Ⅱの地域公共交通のリ・デザインによる公共交通サービスのアップ

デート」、①の地域公共交通のアップデートです。 

既存の公共交通体系をアップデートし、地域の実情に合わせた公共交通の見直

しに取り組んでいきたいと考えております。 

②の新技術・新制度・デジタル技術の活用です。 

地域交通のリ・デザインの推進に向け、ライドシェアの導入や、自動運転やＡ

Ｉオンデマンド交通などの新たな交通サービスの導入を推進する方針を明示し

ました。 

１７ページでございます。 

③交通モードの方向性です。 

各地域の従来の公共交通体系をアップデートし、最大限活用するとともに、地

域課題に応じた新たな交通サービスの導入を検討していきたいと考えておりま

す。 

表に示すように、各交通モードの方向性を明示しています。 

既存の公共交通の空白地域や時間帯をタクシーがカバーしている現状を鑑み、

タクシーを公共交通として計画に位置づけ、サービスの維持を支援する方針を明

示しました。 

１８ページでございます。 

「基本方針Ⅲの共創によってみんなで支える公共交通の実現」 

①の多様な主体との連携・協働です。 

持続可能な公共交通を実現するため、ＮＰＯ法人等による運行サービスや、教

育、福祉分野などと連携し総合的に移動手段を確保していく方針を明示しました。 

②市民意識の醸成でございます。 

鉄道駅や最寄りバス停までのアクセス性の向上を図り、公共交通への転換・利

用機会の増加を促します。ＪＲ山陰本線利用促進協議会など、公共交通の利用を

図るイベントの実施を行っていきます。低公害車の導入など、環境負荷を低減す

る取り組みを推進していきます。 

１９ページから２０ページでございます。 

第４章になります。 
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目標を達成するために行う各施策を基本方針ごとに定めています。 

基本方針ⅠからⅢに基づき、それぞれ青色、緑色、オレンジ色で分類していま

す。 

現計画から継続する施策や新規に検討・実施するものなど、３４の施策を記載

しております。 

ここでは一部のみ説明させていただきます。 

２１ページでございます。 

1 つ目は、基本方針Ⅰ 

１）コンパクトプラスネットワークのまちづくりを支える公共交通体系の再構

築 

①公共交通ネットワークの再構築です。 

先ほど、市内における公共交通体系を「幹線」「支線」「生活交通」の３つに

分類しそれぞれの方向性を明示することを説明させていただきました。 

その目的としては、現在ある路線は、維持・確保していくことを前提としてい

ます。 

しかしながら、利用者の少ない路線、多い路線など様々な状況です。 

人口減少が続く中で、これらの路線を全て同じ水準で維持・確保していくこと

は困難な状況です。 

このため、路線の役割や位置づけを踏まえ、路線を分類し、市が方向性を示す

ことで、 

・交通事業者による路線の再編を促進 

・サービス水準の向上 

・地域の実情に応じた様々な交通モードへの転換 

などを行いながら、公共交通サービスを安定的に提供できるようにしていきた

いと考えております。 

２４ページでございます。 

４つ目は、基本方針Ⅲ 

１）共創によってみんなで支える公共交通の実現 

①多様な関係者による共創（連携・協働）です。 

官民の共創として、国から制度の枠組みが出ているものもありますので、本市

での導入の可能性についても取組みたいと考えております。他分野を含めた共創

として、教育・福祉などの他分野とも連携し、総合的に移動手段を確保できるよ

う取組んでまいります。 

２５ページでございます。 

第５章になります。 
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計画の評価・推進です。 

「１．評価指標と目標値の設定」でございます。 

計画の目標達成に向けた進捗状況を把握するため、５つの評価指標を設定し、

それぞれ目標値を設定しております。 

１の市民のバス利用率、鉄道利用率。２のコミュニティ交通。オンデマンド路

線数は、市生活バスになります。３の公共交通の年間利用者数。 

この３つについては前回説明をさせていただいておりますので、割愛させてい

ただきます。 

４の地域公共交通の収支差です。 

市の財政負担などを考慮した収支差が今以上に大きくならないようにすると

いうことで、１％改善を目標としております。 

５の公的資金投入額です。 

市の財政負担額を市の人口で割った数値としております。 

目標値の額が増えていますが、人口減少が続く中においても、現状を維持でき

る額にしたいということで目標値を設定しております。 

また、２）では、地域別の進捗状況についても確認するため、定期的に収集で

きるデータの活用を基本としたモニタリング指標を設定することにしておりま

す。 

２６ページでございます。 

こちらは、前回の説明に内容を加えています。 

道路運送法において、路線の休止や廃止に係る事業計画の変更をしようとする

ときは、その６ヶ月前までに、その旨を国土交通大臣に届け出ることとなってお

ります。 

ただし、地域公共交通協議会で協議が整っているものは、その３０日前までに

届け出ればよいことになっています。  

このプロセス例は、国土交通省が作成しているマニュアルに基づき、作成した

ものです。 

市としては、協議会での協議が不要な６ケ月前の届け出についても、協議会へ

情報提供をいただきたいと考えております。 

今後、計画の推進にあたっては、本協議会を最大限に活用していきたいと考え

ており、そのためには、皆様からの情報提供や意見交換が必要となります。 

例えば、路線バスでは、路線の廃止やダイヤの大幅な改正が行われるときなど、

市民生活に与える影響が大きい内容については、協議会にも報告をお願いしたい

と思います。 
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これにより、代替えの移動手段の検討なども進めることができると考えており

ます。 

以上で、原案の概要についての説明を終わります。 

 

会長： 

ご質問やご意見がございましたら、挙手にてお願いいたします。 

 

委員Ａ： 

概要で説明していただきました、１４ページですが、広域路線、他市にまたが

る路線は支線というところだと思います。隣接他市とを結ぶ路線というのは支線

ということになっております。その理由をお聞かせいただきたいことが一つです。 

バスに関しましては、広域路線というのは、ＪＲが主という考え方なのかなと

いうところです。 同じく原案の３－１６にありますが、支線は長門市、美祢市

間を結ぶ路線、と書いてありますが、バスの場合は、山陽小野田市に向かう路線

もあります。ここの支線としての考え方の説明をお願いいたします。 

 

事務局： 

広域路線を支線にしている点ですが、本市といたしましても広域路線が今まで

いろいろな役割を果たしてきたかとは思います。広域路線は重要ですが、支線と

いう位置づけの中で、引き続き維持を図りたい、そういった仕分けをさせていた

だいております。 

広域幹線がＪＲだけかということですが、ＪＲ自体が幹線ということで本市と

しては位置づけをしたいと考えております。なので、それに並行するバス路線等

がございましたら、まずはＪＲを広域幹線として、それを補う路線として支線の

路線バスがあるという形のネットワークの分類をさせていただいております。 

山陽小野田市の広域路線ですがこれにつきましては、基本的には同じように青

色の支線ということで維持していきたいと考えております。 

 

委員Ａ： 

広域路線はＪＲがメインという考え方でよろしいでしょうか。 

 

事務局： 

そうです。市としては幹線という定義をしております。 

 

 



9 

 

委員Ａ： 

広域路線は支線という位置づけですね。 

 

事務局： 

少し解説させていただくと、広域路線には国からの補助があります。国の方は

当然、そういった広域路線が他市とを結ぶということで、重要視されております。 

今回の計画は下関市としての計画でございます。ですから、国の重要視と同様

に、下関市での計画としては、先ほど申しました、人口の多い拠点を結んで、ネ

ットワークの構築を進めていきたいと考えています。市としてはそのような、ネ

ットワークの重要性というところで、新旧下関市内に幹線を結ばせていただいて

おります。決して広域路線が必要ではない、重要視していないという訳ではなく

て、そちらの方は国の方できちんとした役割ということで重要視されているとこ

ろもありますし、市の方としては役割の住み分けをしているということでご理解

いただければと思います。 

 

委員Ａ： 

この計画を作成することによって、当社がいろいろ縛られることがないか、将

来的に運転手不足などで、人数確保ができるのか深刻であり、不安です。 

当社が路線の廃止・減便・系統の再編などをやっていかざるを得ない中でこの

計画があるがために、出来なくなるということは困るのですが、そういうことは

ありますか。 

 

事務局： 

皆さんと一緒になって計画をつくり上げていきたいと思っております。 

公共交通をより良くしていこうということで、今回定める計画でございます。 

現時点で事業者さんを縛るものではなく、公共交通を安定的に提供していくた

めに、必要な内容を記載させていただいております。 

 

委員Ａ： 

  原案のＰ４－１０、生活バス路線の再編維持について、豊北・豊田・菊川地域

のことは記載していますが、旧下関市内もいずれこのようなことが必要になると

思いますが、いかがでしょうか。 
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事務局： 

  まず、生活バスの路線の再編ということで、こちらの方につきましては現状、

地区で導入されている生活バスの、利便性の向上等を目指して再編していくとい 

うことで記載している内容です。 

旧市内においては、生活バスありきではなく、もしバス路線等が廃止された場

合におきましては、いろいろな交通モード等を検討しながら、一番良い交通モー

ドの方を選択していきたいと思っております。生活バスありきでは考えていませ

んのでそちらには記載はしておりません。 

 

委員Ａ： 

  原案のＰ４－９で、ノンステップバスの導入促進について記載されています。 

当社は昨年１００周年を迎えまして、来月の初め、１００％ノンステップバスに

なりますので、ご紹介させていただきます。 

原案のＰ５－８、概要版の２６ページですが、バス路線の見直しのプロジェク

トの例に運輸局に関する手続きが書いてありますが、これらすべてを協議会にか

けるのは現実的ではないと思います。ダイヤを変更したり運賃を上げたりするの

は、運転手不足や労働組合との関係もあり、ギリギリまで協議している現状であ

ります。 

かなり前もって報告していくのは難しいと思います。影響が大きいところは 

できるだけ報告していきたいと考えていますが、全て報告するというのは難しい

と考えております。 

 

事務局： 

  先ほどの説明の中でもございましたように、路線の休止や廃止等に関わる事 

業計画を変更する場合は、約６ヶ月前まで国土交通大臣に届出るようにはなって

いるかと思います。そのようなケースの場合は、協議会を経ずとも届出が可能に

なりますので、社内の方でいろいろな作業をされるとは思いますが、この公共交

通協議会で情報の共有を図った方がよい内容は、報告をしていただけるようにご

協力をお願いしたいと思っております。 

 

委員Ａ： 

  原案のＰ４－６ですが、幡生駅のことについてお伺いします。これは要望にな

りますが、幡生駅に新しい病院が出来るとありますが、立地はどこなのか、どの

方面から患者が来ているのか、バス停の形状はどのようになるのかが非常に重要

です。当社と早めに協議をしてほしいです。 
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事務局： 

  病院を幡生駅周辺に移転する関係で、バスの再編は当然必要になると思います。

それに伴い、路線の系統再編や廃止はやっていかなければならないと思いますし、

早い段階で計画と共に、協議をさせていただきたいと思っております。 

関係する部署もございますので、そういうところも含めて改めて話をしていけ 

ればと思っております。 

 

委員Ａ： 

 概要版の 16 ページに、①の＜地域の実情に合わせた交通手段の見直しイメー

ジ＞という箇所で、路線バスの下にコミュニティバスや乗合タクシー、タクシー

の活用とありますが、これについては、当社ではまかないきれないところが今後

出てくると思います。そのような時に、このように考えていただけると非常に助

かります。 

市民の足を支えるという意味では当社だけでは踏ん張り切れないところも出

てくるかと思いますので、この考えは、賛成であります。 

 

委員Ｂ： 

 協議会に諮るプロセスについてですが、ご説明の通り、協議会に諮るまですり

合わせが必要なこと、直前まで時間がかかって報告が出来ないということは必ず

あると思います。そのような場合に、例えば、社会的に大きな影響を与えるよう

なことが協議会に報告が無いまま実行されたとして、それを事後的にでも数ヶ月

後に協議会があったときに、そのような実行をした考え方等を共有していただく

ことは可能でしょうか。 

市としても説明責任があります。「なぜこの路線が減ったのか」など、市民から

問い合わせがあった場合、回答しなければいけません。公共交通協議会の中でも

理解が深まると、社会に対しての説明責任が果たせると思います。事後でもよい

ので、説明していただけると非常にありがたいです。 

 

委員Ａ： 

 影響のある大きなことは、他のことよりは早めに考えて決断すると思います。

そのようなことは予め報告出来ますが、その影響で他にも変えなければならない

ということが派生して起きてしまうことがあるので、それを先に報告するのは難

しいと思います。そのようなところで報告が間に合わないようなことも出てくる

と思います。 

ただ、説明を求められればさせていただきたいと思います。 
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 委員Ｂ： 

   もう一点、幹線・支線・生活交通を示したネットワーク図が、事業者さんを縛

ることにならないか懸念されているとのことでした。市としても、利用者が多く

これから更に利便性を向上させていくべき路線や、多少利用者が少なくても、こ

の路線はまちづくりとしては保っていかなければならない路線があります。限

られた資源の中で役割分担をしていくことを考えると、全てを民間事業でやっ

て頂くことは出来ないので、ある程度、分類が必要で、現状、この図面が今すぐ

事業者さんを縛るものではないのですが、市としての分類、それからスタンスと

いうのは、はっきりさせる必要があると思いまして、それにつながるものとして、

まず示させていただいたものです。 

事業者さんの赤字路線の補助等に取り組んでまいりましたが、市の基本スタン

スを持ちながら、今後、調整をさせていただきたいと考えております。 

 

委員Ａ： 

バスだけで、今ある路線を維持しなさいというのは、将来的に難しいところで

すので、先ほど申し上げたように、他の交通モードも考えていただければと思い

ます。市として、足を確保していかないといけないと思います。バスだけではな

かなか維持が難しくなってくると思います。 

 

委員Ｃ： 

 幹線・支線の考え方についてですが、国との考え方が違うという話をしていた

だいたところですが、現在、国の補助制度と地域公共交通計画との連動化という

ところで、計画の中に国の補助系統の考え方に基づく記載をすることで、国の補

助を受けることができるという整理をしています。それは、別紙にされるという

話を前回お聞きしておりますが、市の幹線の考え方と混乱しないように整理をし

ていただくよう、お願いいたします。 

バス路線等の見直しプロセス図でございますが、参考マニュアルが古かったと

思います。運賃・料金案の作成につきましては、協議会本体ではなく、運賃に関

するワーキング等を立ち上げて協議するように、独占禁止法の関係で昨年度から

変更になっております。 

 

 

委員Ａ： 
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  それは協議運賃についてのことでしょうか。一般路線については、ワーキング

等は必要ないということでよろしいでしょうか。 

 

委員Ｃ： 

  はい。  

 

事務局： 

  最新のマニュアルについては確認させていただいて、反映させていただきたい

と思います。 

補助事業における連動化につきましては、認識しております。どちらに載せて

いくかというのはございますが、きちんと説明のつくような形で整理していきた

いと思っております。 

 

会長： 

  それでは、特にございませんようでしたら、議案（１）につきまして、原案と

いう形で、今後、対外的にも説明していくということになりますので、この協議

会でご承認いただければと思います。 

  それでは、原案として協議会で承認ということにさせていただきます。 

では、本日の会議は、以上となります。いただいたご意見等につきましては、

事務局のほうでご検討をお願いいたします。 

 

事務局： 

  今後のスケジュールについて、説明させていただきます。 

  ご承認いただいた原案につきましては、今後は外に出ていくような状況にな 

ります。 

来月、議会がございますので、こちらの方に原案の報告をしていきたいと思っ

ております。今後、地元との意見交換やパブリックコメントの実施を予定してお

ります。市民の皆様方からも、ご意見を頂きたいと考えております。 

その後、頂いたご意見を踏まえて、最終案の取りまとめを行い、 

改めてこの協議会を実施し、計画案の承認を得たいと考えております。 

  引き続き、本計画の作成に際しまして、ご理解とご協力をお願いしたいと思っ

ております。 

 

５ 閉  会 


